Xは、京都の北山に300坪の土地甲のほか、約1500坪の農地と約400坪の宅地を所有する地主である。甲は、もとはXの屋敷だったが、1980年ごろにXが転居してから後は、周囲に有刺鉄線をはりめぐらせた状態で無人のまま放置され、荒れ地の状態だった。
　Yは、自分の経営する自動車販売会社Zの事業を拡大するため、不動産業者Fに頼んで、手頃な賃借地を物色していた。Fが甲の存在を聞きつけてYに紹介したため、1993年7月ごろから、Fの媒介によりXY間で賃貸借契約の締結交渉が行われた。その際、Xは、借地権を設定すると事実上半永久的に返還を求めることができなくなると認識していたため、当初は消極的だったが、Fから、賃貸期間を2年とする「一時使用」の特約を結んでおけばそのような危惧はないとの助言を受け、賃貸に応ずる気になった。Yの側は、事業の拡大が目的であり、甲に相当額の資本を投下する予定だったため、期間は一応2年とするとしても、期間満了ごとに更新し、長期にわたって甲の使用を継続させてほしい旨を強く希望した。これに対し、Xは、Yの希望を拒絶する態度は示さず、将来甲をみずから使用する計画がある旨を述べることもなかった。
Yは、甲で自動車を展示・販売することを予定し、中古車は露天の駐車場に展示するとしても、新車については展示場を建てることを希望したのに対し、Xは、賃貸借終了時の撤去が容易になるよう、組み立て式の建物に限るとの提案をした。Yは、新車を販売する以上、顧客の信用を害さないためにも、相応の建物の築造を認めてほしい旨を強く求めたところ、Fから、賃貸期間が2年という定めであるため、鉄筋コンクリートのような堅固な基礎は用いないという約定にすべきであることが提案され、Yも了承した。このほか、Xは、権利金を受領すると借地権が生じることを危惧したため、権利金は授受しないことになったが、その代わり賃料は相場よりも高くし、坪あたり月額2000円とすることが了承された。また、Xは、Zが借主になると借地権が生じることを危惧して、Yが借主となることを希望したため、Yもこれを了承した。
　そこで、1993年9月1日、XY間で、甲を月額60万円賃料で賃貸する旨の契約が締結された。その際、契約書の表題は「一時土地使用貸借契約書」とされ、本件賃貸借契約は「一時使用」とし、期間は2年とするが、期間満了時に当事者の合意により更新できること、Yは甲のうえに60坪の限度で木造モルタル仕上げの工法により自動車展示場を築造できるが「永久的重基礎的施設」は設置できず、「甲に建設する建物については、堅固な土台基礎とすることはできない」ことが明記された。
　その後、Yは、甲の引渡しを受け、甲の整地・造成を行い、駐車場とする敷地部分にコンクリートをしいたうえ、費用約1500万円を投じて、床面積60坪の建物乙を建築した。乙は、コンクリートの基礎および木造の土台のうえに木造の柱を立て、木造および鉄骨の梁を組み、鉄板瓦棒で屋根を葺き、外壁はラスモルタルで仕上げられた。Xは、乙の建築過程で現場を訪れた際に、多数の鉄骨が使用されていたため、Fに約定に反する旨を指摘したが、Fから「鉄骨はボルト締めであるから簡単に取り壊しできるし、鉄骨を使わないと地震が起こった時は危険である」との回答があったため、ひとまず納得した。
　乙の完成後、YはZ会社の営業を開始し、乙に新車を展示するほか、外の駐車場にも中古車を展示して販売した。その後、XY間の契約は、1995年9月1日と1997年9月1日に、両者の合意によりそれぞれ期間を2年として更新された。Xはこの間に何度か現地を訪れたが、とくにYに問題を指摘したことはなかった。
ところが、1999年8月1日に、Xは、Yに対し、甲の賃料を坪あたり月額3000円に増額したい旨を申し入れてきた。Yは、地価が低下していることからこの申し出を拒絶したところ、Xは、同年8月10日に、同年8月末日をもって賃貸借契約が終了することを理由に、甲の明渡しを求めた。同年9月になっても、Yがこれに応じないため、Xは、弁護士に依頼して調べさせたところ、1999年1月から、YはZの相談役（名目上の役職であり、経営には関与せず、報酬も受け取っていない）に退き、同業者であるKがZの代表取締役に就任し、経営にあたっていることが判明した。　
Question

（1）　Xは、Yに対し、賃貸借期間の満了を理由に甲の明渡しを求めることができるか。
　（a）Xが甲の明渡しを求めるためには、どのような要件が備わる必要があるか。
　（b）Yは、Xの明け渡し請求を拒絶するために、どのような主張をする可能性があるか。
　（c）Xは、本件に借地借家法の存続保障に関する規定が適用されないと主張できるか。
（2）Xは、Yに対し、無断転貸を理由に甲の明渡しを求めることができるか。
　（a）Xが甲の明渡しを求めるためには、どのような要件が備わる必要があるか。その際、とくに「転貸」があったという事実をどこに求める可能性があるか。
　（b）Yは、Xの明渡請求を拒絶するために、どのような主張をする可能性があるか
　　（ア）その際、とくに「転貸」について、Xが承諾があるといえる可能性があるか。
　　（イ）かりに承諾がないとしても、Yは明渡請求を拒絶するために、何を主張する可能性があるか。
（3）Xは、Zに対し、甲の明渡しを求めることができるか
　（a）Xが甲の明渡しをを求めるためには、どのような要件が備わる必要があるか。
　（b）Zは、Xの明渡請求を拒絶するためには、どのような主張をする可能性があるか。
(1) XはYに対し、賃貸借期間の満了を理由に甲の明渡しを求めることができるか。

(a)Xが甲の明渡しを求めるためには、どのような要件が備わる必要があるか。

　　期間の満了を理由に賃借物の返還請求をするための要件として、賃貸借契約が成立すれば、返還請求が基礎づけられるのか、それとも、存続期間が満了して、はじめて返還請求が基礎づけられるのかで争いがある。

しかし、賃貸借契約のような賃借型の契約は、目的物の価値をある期間借主に利用させることを目的とするものであり、目的物を受け取るや否やただちに返還すべき貸借は、およそ無意味である。したがって、賃借型の契約では、返還時期の合意が契約の不可欠の構成要素をなすと考えるという賃借型理論を理由に契約終了説をとる。

よって、契約終了説の返還請求の要件は

（ⅰ）賃貸借契約の締結

（ⅱ）賃借物の引渡し

（ⅲ）賃貸借契約の存続期間の経過

となる。
≪あてはめ≫

　（ⅰ）について・・１９９３年９月１日、XY間で、甲を月額６０万円の賃料で賃貸

する旨の契約が締結された。さらに１９９５年９月１日と１９９

７年９月１日に、両者の合意によりそれぞれ期間を２年として更

新されている。

　（ⅱ）について・・YはXから契約締結後に甲の引渡しを受け、建物乙を建築している。

　（ⅲ）について・・Xは１９９９年８月１０日に、同年８月末日をもって賃貸借契約が終了することを理由に、甲の明渡しを求めた。

　以上より、返還請求の要件を満たしている。


(b) Yは、Xの明渡請求を拒絶するために、どのような主張をする可能性があるか。

　民法では、原則として、賃貸借の期間は２０年を超えることができない。（６０４条）しかし、建物所有を目的とする借地で、１年や２年の期間が設定されると、不合理であり、交渉力に勝る地主にそのような契約を強いられるという可能性もある。そこで、借地の存続期間について、借地法が定められている。

　①そこで、借地借家法の存続保障規定（３条～８条）の適用を理由に明渡請求を拒絶することが考えられる。

本問においては、甲の賃貸期間を２年とし、１９９５年、１９９７年にされた更新もそれぞれ２年とされている。これは借地借家法の３条、４条に反しているといえる。

　したがって、未だXY間の賃貸借契約は期間満了していないのだから、YはXに対して期限未到来の抗弁を主張してXの明渡請求を拒むことができると考えられる。
　②次に借地借家法の建物買取請求権（１３条）を理由に甲土地の明渡しと乙建物買取の同時履行を理由に明渡請求を拒絶することが考えられる。

本問においては、Yは甲の引渡しを受けて、甲の整地・造成をおこない、コンクリートを敷いた上に、木造の土台をつくり、その上に木造の柱、木造および鉄骨の梁を組み、鉄板瓦棒で屋根を葺き、外壁をラスモルタルで仕上げられた建物乙を建築した。Xは乙の建築過程で現場を訪れた際に、多数の鉄骨の使用を約定に反するとして指摘したが不動産業者Fからの回答に納得していることから鉄骨の使用は承諾され、建物も借地権者の承諾のあるものであるといえる。また１９９９年８月末日で契約が満了して、契約の更新がされないのでYの建物買取請求権が認められる。Yの建物買取請求権とXの甲土地明け渡し請求権の同時履行を理由に明け渡しを拒絶できると考えられる。

　③さらに賃貸人の費用償還義務を理由に明渡返還請求を拒絶することが考えられる。

まず、Yは事業拡大のため、荒地となっていた甲の整地・造成を行っているが、このためにYが負担した費用は有益費にあたらないか。

この点、有益費とは目的物の改良のために支出された費用のことをいうが、賃借人による賃貸借が有益費にあたるか否かは賃貸借契約の目的から客観的に判断して目的物の価値が増加したか否かにより判断すべきであると解する。

本問では、Yは13年間無人で放置され荒地の状態であった甲を整地した上でコンクリートを敷いている。そしてYの本賃貸借契約の目的は甲の使用収益による事業拡大にあるところ荒地を整地しコンクリートを敷くことにより展示場、駐車場としての利用が可能になったといえ、客観的な目的物価値の増加があるといえる。

　したがって、かかるYの支出は有益費の支出にあたるため、賃貸借契約が終了すればYはXに対して有益費の償還請求権を取得する（608条2項）。

　そして、かかる償還請求権は「その物に関して生じた債権」（295条1項）にあたるから、Yは留置権を行使してXの明渡請求を拒絶できると考えられる。

　　なお、上述のように、かかる主張は賃貸借契約の終了が前提となるため、借地借家法の適用が認められない場合に主張すべきである。
以上、Yは、Xの明渡請求を拒絶するために、①ないし③の主張をする可能性があると考えられる。
　(c)Xは、本件に借地借家法の存続保障に関する規定が適用されないと主張できるか。

≪あてはめ≫

　本問においては、賃貸人Xは借地権を設定し、事実上半永久的に返還を求めることができなくなるのを恐れて、「一時土地使用賃借契約書」と契約の表題を定め、本契約を期間２年の「一時使用」とし、期間満了時に当事者の合意により更新できること、Yは甲土地の上に６０坪の限度で木造モルタル仕上げの自動車展示場を築造できるが、「永久的重基礎的施設」は設置できず、「甲に建設する建物については、堅固な土台基礎とすることはできない」ことが明記されているため、短期間の合意があると考えられそうであるが・・・

・　Yは自動車販売会社Zの事業の拡大が目的であり、甲に相当額の資本を投下する予定であるため、期間は２年であるとしても、期間満了ごとに更新し、長期にわたって甲の使用を継続させて欲しい旨を強く希望した。これに対してXはこの希望を拒絶する態度をみせずに、また将来甲をX自らが使用する計画がある旨を伝えなかった。

・　Yはコンクリートの基礎および木造の土台の上に木造の柱を立て、木造および鉄骨の梁を組み、鉄板瓦棒で屋根を葺き、外壁をラスモルタルで仕上げた建物乙を建築した。この建築過程の現場を訪れた際にXは多数の鉄骨の使用は約定に反すると指摘したが、Fから「鉄骨はボルト締めであるから簡単に取り壊しができるし、鉄骨を使わないと地震が起こったときは危険である」との回答があったため、ひとまず納得した。

・　YがZ会社の営業開始し、１９９５年９月１日、１９９７年９月１日に両者の合意によりそれぞれ期間２年として更新され、Xはこの間に何度か現地を訪れたが、特にYに問題を指摘しなかった。

　以上より、諸般の事情を考慮した結果、短期の合意が成立したといえる客観的合理的理由はないと考えられるため、Xは、本件に借地借家法の存続保障に関する規定が適用されないと主張できない。
(２)　Xは、Yに対し、無断転貸を理由に甲の明渡しを求めることができるか。

　(a)　Xが甲の明渡しを求めるためには、どのような要件が備わる必要があるか。その際、とくに「転貸」があったという事実をどこに求める可能性があるか。
　１　問いの前段について

Xが無断転貸を理由として、Yに対して甲の引渡しを求めるには、基本となるXY間の賃貸借を解除(612条)した上で、原状回復請求をすることを要する。そこで、以下の要件が備わる必要がある。

　すなわち、

1 XY間の賃貸借契約の締結

2 ①の契約に基づく目的物の引渡し

3 Yと転借人との間の転貸借契約の締結

4 ③の契約に基づく目的物の引渡し及び転借人の使用収益

5 Xによる①の契約を解除するという意思表示

を要すると解する。

　２　問いの後段について

　　本問において、問題文上、転貸借契約がなされたという事実は明示されていないが、XがXY間の賃貸借契約の解除をするにあたり、どの程度立証する必要があるか。
　　思うに、契約の解除が認められるためには賃借人が第三者に賃借物を使用収益させれば足り、その間の法律関係のいかんは問題とならないと解する。

　　なぜなら、契約当事者間の信頼に基づく継続的契約である賃貸借契約において、賃貸人は賃借人にのみ賃借物使用収益を認めているところ、賃借人が他の者に使用収益させることは明らかな契約違反であるからである。

　　したがって、XはYと他の者との間の転貸借契約の締結を立証せずとも解除しうると解する。

　　よって、Xは転貸借人により使用収益がなされていたことを主張すればよく、Yに賃貸した甲がZ会社により使用収益されていることから「転貸」があったという事実を求める可能性がある。

　　また、上記主張が認められない場合には、1999年1月からZ会社の代表取締役を退いたYに代わりZ会社の代表取締役に就任したKにより甲地が使用収益されていることから「転貸」があったという事実を求める可能性がある。

　　以上、Xは、YZ間もしくはYK間において無断転貸があったことを理由にYに対して甲地の引渡しを求めうる。
(b)　Yは、Xの明渡し請求を拒絶するために、どのような主張をする可能性があるか。

　　(ア)　その際、とくに「転貸」について、Xの承諾があるといえる可能性があるか。

　　　 上記の要件を全て満たす場合であっても転借物の譲渡・転貸について賃貸人Xが承諾したときは、賃貸人Xによる解除は認められないことになる。

そこで、Yが転貸についてXの承諾があるといえるかが問題となる。
この点、承諾に関しては、当事者間で特別の定めを置いた場合を除き、その方式は要求されず、黙示による承諾であっても認められる。
本問において、Xによる明示の承諾はないため、かかる黙示の承諾があったかを以下、YZ間、YK間のそれぞれについて検討する。

　１　YZ間について

　　まず、XはYが自らの事業の拡大を目的として甲を継続使用したいという希望を聞きながらも、かかる希望を拒絶する態度を示していない。
　　また、Yを借主としたのは借地権の発生を恐れてのことであったことからXは、Zによる甲の使用収益がされることを許容していたものと考えられる。

　　そして、実際にYにより甲地上に乙建物が造成され、乙を利用してZ会社の営業が開始されてZによる甲の使用収益が行われ始めたといえる段に至ってもXは、Yに対してZによる利用がされているとの問題を指摘していない。

　　以上のことからすれば、XはYZ間の転貸借につき黙示の承諾をしていたものといえる。

　２　ZK間について

　　ZK間の転貸について承諾があったといえるには、XがY及びZの事業承継人についてまで使用収益を許したと認められる必要があるが、本問では、かかる事情は認められない。

　　よって、ZK間の転貸借についてはXによる黙示の承諾は認められない。
(イ)　かりに承諾がないとしても、Yは明渡請求を拒絶するために、何を主張する可能性があるか。　
　　　ここで、転貸についてXの承諾がない場合、①Yは上述の要件を満たさない、②解除するに足りる背信性がない、③有益費の償還請求権（608条2項、196条2項）を有することを前提に留置権(295条1項)を行使する、という３つの主張をなしうる。以下、それぞれにつき検討する。
　１　①について

　　　この場合、YZ間においても、YK間においても転貸借契約の締結はなされておらず、また黙示の承諾すら認められないから要件③につき不充足となる。
　　　したがって、Xは明渡請求の要件を欠いているため明渡請求権を有さないこととなる。
　　　しかし、黙示の承諾すらない無断転貸を行った者に明渡請求を拒絶させては賃貸人に酷であるし、また後述する612条の趣旨に鑑みても妥当でない。

　　　したがって、この場合、Yの主張によりAの明渡請求を拒むことはできないものと解する。

　２　②について

　　賃貸借は、当事者間の信頼に基づいて行われるため、賃借人が他の者に賃借物を使用収益させることは原則として許されない。

しかし、賃貸人の承諾があれば例外として転貸が認められている（612条）。
　　もっとも、かかる612条の趣旨によれば賃借権の譲渡・転貸がおこなわれても当事者間の信頼が害されない場合にまで解除を認める必要はない。したがって、賃借人Yの抗弁として、「背信的行為と認めるに足らない特段の事情」があるときは、賃貸人Xによる解除を退ける可能性を認めるべきである。

　　そこで、いかなる場合に「背信的行為と認めるに足らない特段の事情」があるといえるか問題となる。
　　まず、同居の親族への賃借権譲渡など、利用の主体が実質的に変わっていない場合、原則として賃借人の信頼を害すことはなく、背信的行為と認めるに足らない特段の事情が認められ、解除は認められないと解する。

次に、賃借人である法人の経営者が変わっただけの場合は、形式上は賃借人に変更がない以上、原則として、賃借権の譲渡・転貸がないため、背信的行為と認めるに足らない特段の事情が認められ、解除は認められないと解する。

　　本問では、まず、YZ間においては、賃借人たるYはZ会社の代表取締役であり、利用の主体は実質的に変わっていない。そのため、かかるZによる甲の使用収益は背信的行為とはいえず、Xには解除権が認められないと解する。

次に、YK間においてであるが、確かに、賃借人たるKはＹに代わりZ会社の代表取締役に就いたのであり、Ｚ会社の代表取締役の使用という形式上は使用者に変更はない。

しかし、あくまで賃借人はZではなくYであるところ、問題文中で「同業者」との表現がされていることからKはYよりZ会社の事業譲渡を受けたものと解され、もともとZ会社に勤めていた訳でもないと解されることから、かかるKによる使用収益は背信的行為と認められる。
したがって、YK間においては無断転貸があったときにはXによる解除が認められるものと解する。
３　③について

上述(1)(b)③と同様、かかる主張によってXの明渡請求を拒めると解する。

なお、(1)(b)③と異なり、本設問においてはXの解除の意思表示がなされ、XY間の賃貸借契約は終了していることから、YはXに対し、有益費の償還請求権を取得している（608条2項）ものと解する。
　　
（3）　Xは、Ｚに対し、甲の明渡しを求めることができるか。
（a）Ｘは、Ｚに対し、甲の明渡しを求めるためには、どのような要件が備わる必要があるか。
　Ｘは、Ｚに対し所有物に対する侵害を理由とする物権的返還請求権による明渡請求をすることが考えられる。
　その要件として、
１）所有権が、本人に属していること。
　　　　　　２）第三者が、その所有権を侵害し、現在占有していること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の二点が必要である。
この二点を、問題文に照らしてみると、
　Xは京都の北山に300坪の土地甲ほか様々な宅地を所有する地主であることから、所有権はXに所属していると評価する事が出来る。　また、Xが明渡しを求めた際に、弁護士に調査をさせたところ、賃貸借契約をしたYではなくKがZの代表取締役として甲土地を使用し、経営を行っていた。このことは、第三者が現在占有していると評価できると解する。
以上の事から、ＸのＺに対しての甲土地の返還請求権は成立すると解する。
（b）Ｚは、Ｘの明渡請求を拒絶するために、どのような主張をする可能性があるか。
Ｚが、（a）で取り上げた返還請求権を拒絶するためには、Ｚに甲土地の占有正権原があることを主張する可能性がある。
そのために、
（ア）賃借人Ｙに、適法な占有権原があること
　　（イ）第三者であるＺにさらに占有権原があること
　　（ウ）第三者の占有権原が適法であること　　の以上の三点を主張する必要がある。
では、以上三点の要件について詳しく見てみると、
まず、（ア）について、
　　１）ＸＹ間に賃貸借契約が締結されており、
　　２）この契約に基づき、賃借物の引渡しが行われたこと　が必要である。
次に（イ）について、
　　１）賃借権の譲渡・転貸契約の締結があり、
　　２）この契約に基づき、物を引渡したこと　が必要である。
　この際、賃借権の譲渡に関し、「建物の所有権は、敷地の利用権を伴わなければ、その効力を全うできない以上、敷地の利用権は従たる権利として建物所有権に付随すると考えられる」から「土地賃借人が借地上の建物を第三者に譲渡した時は、特別な事情のない限り敷地甲の賃借権も第三者に譲渡されたものと推定される」と判示した。（最判昭和47年3月9日）
さらに、（ウ）について、
　　１）（イ）の譲渡・転貸について、Ｘが承諾をしていること　
　　　もしくは、
２）仮にＸの承諾がなくても、「賃借人の当該行為が賃貸人に対する背信的行為と認めるに足らない特段の事情がある場合」　すなわち背信性が存在しないこと
のどちらかの要件を備えることで第三者の占有権原の適法性を判断する。

≪あてはめ≫
ＸＹ間で、1993年9月1日に、賃貸借契約が有効に締結されており、甲土地も、Ｙに引き渡されている。また、この契約は、（１）より借地権が認められて、存続保障が適用されておるので、現在も有効な契約である。　
次に、ＹＺ間について、当初はＹがＺの経営者であったが、弁護士の調査により1999年1月に相談役という名目上の役職に退き、ＫがＺの代表取締役に就任し経営をしていたことが判明した。このことから、以前までＹとＺと同視することが出来たが、経営がＫに移ったことで、同一視することができず、Ｙが甲土地上の乙建物を実質Ｚに譲渡・転貸したように見受けられる。しかし、ＹＺ間に譲渡などの法律関係がＹとＺの間に乙の譲渡契約、および、甲土地の転貸契約を締結したかは、問題文から見受けられない。
また、Xがこの譲渡・転貸を明示的に承諾したとも、黙示的に承諾したと評価できるような点は特になく、また、譲渡・転貸にかんし、法人の経営者が形式的ではなく、実質的に変更がなされており、背信性が無かったとは評価できない。
よって、ＹのZに対する物権的返還請求権について、正当な占有権原があることを理由に、Yの請求権を阻却する抗弁を行うことは出来ないと解する。

（参考文献）

山本敬三「民法講義Ⅳ1」

鎌田ほか編「民事法Ⅲ」

稲葉威雄ほか編「新借地借家法講座　第２巻」

田山輝明「特別講義民法　債権各論」
内田　貴「民法(２)債権各論」

問題に関連する学説　条文まとめ

学説集

設問(１)　（a）

契約成立説・・・賃貸借契約の成立によって賃借人に返還義務が発生し、合意された存続期間の満了までその履行が猶予されているとみる。

　　契約終了説・・・賃貸借契約が成立しただけでなく、存続期間が経過し、賃貸借契約が終了してはじめて返還請求できるとする。

設問(１)　(c)
　XY間の甲の賃貸借契約が借地借家法２５条のいう一時使用目的の借地権に当たる場

合、存続保障規定が適用されない。

そこで、一時使用の借地認定の基準はどのようなものか。

条文で明確な基準はないが、判例において、「その目的とされた土地の利用目的、地上

建物の種類、設備、構造、賃貸期間等、諸般の事情を考慮し、賃貸借当事者間に短期間にかぎり賃貸借を存続される合意が成立したと認められる客観的合理的な理由が存する場合にかぎり、右賃貸借が一時使用の賃貸借に該当する」と判示している。

設問(２)　(a)

（賃貸人の承諾、主張・立証責任者に関して）

a：譲渡・転貸原則禁止構成―承諾の存在＝阻却要件説　（判例）

　「賃貸借は、当事者間の信頼に基づいて行われるため、賃借人が他の者に賃借物を使用収益させることは原則として許されない」と考え、賃貸人による承諾がなければ解除が認められることも仕方がないとする。したがって、賃貸人の承諾が解除権の成立を阻却する要件として位置づけられ、賃借人Yが主張・立証責任を負うこととなる。

b：譲渡・転貸原則許容構成―承諾の不存在＝成立要件説

　「賃借権とは、賃借物を使用収益する権利であり、地上権と同じように、それ自体１つの物的な財産権である」と考え、賃借権の譲渡・転貸は原則として許されるとする。したがって、賃貸人が賃借権の譲渡・転貸を承諾しなかったことが解除権の成立を基礎付ける要件として位置づけられ、賃貸人Xが主張・立証責任を負うこととなる。

解除権の制限―背信性法理

上述の612条の趣旨によれば賃借権の譲渡・転貸がおこなわれても当事者間の信頼が害されない場合にまで解除を認める必要はない。したがって、賃借人Yの抗弁として、「背信的行為と認めるに足らない特段の事情」があるときは、賃貸人Xによる解除を退ける可能性を認めるべきである。

　　
設問（２）（b）（イ）、設問（３）（ｂ）

（背信性不存在の判断基準）について

①譲渡・転貸の範囲・継続性

②利用主体の変更の実質性

　(ⅰ)法主体の形式的変更

　　－法主体が形式的に変更しても、実体に変更がなければ、実質的には譲渡・転貸がない以上、背信性がなく、解除は認められないとされる。

　(ⅱ)法主体の実質的変更

　　－原則：賃借人である法人の経営者が変わっただけの場合は、形式上は賃借人に変更がない以上、原則として、賃借権の譲渡・転貸がなく、解除は認められない。

　　－例外：ただし、法人格が全く形骸化している等、賃借人が実質的には法人ではなく、その経営者である場合は、賃借権の譲渡・転貸があるとされる可能性がある。

①についてみると、まず、範囲について、共同経営者への一部の転貸や価値の乏しい一部の譲渡が判例により背信性が否定されている（最判昭和36年4月28日、最判昭和46年6月22日）。また、継続性については、一時的な譲渡で、かつ現在は行われていないものには背信性を否定している。しかし、その一時譲渡が無断で行われ従来から反復していたものについては、判例は背信性を認めた（最判昭和32年12月10日）。
②については、さらに賃借人と賃借人・転貸人の関係が近親者であるときは、実質的な変更が認められず、以て背信性が否定されると判例で判示している（最判昭和39年1月16日、最判昭和40年6月18日、最判昭和40年9月21日）。　また、賃借人と賃借人・転貸人の関係が形式的には変更したとしても、実質が変わらなければ、背信性が認められないとされる。例えば、賃借人が個人経営を法人組織に改めただけでは、その実質の変更がないと評価できるのでその背信性を否定された（最判昭和39年11月19日）。
　また、実質的に賃借人と賃借人・転貸人の関係が実質的に変更すること、例えば、法人の経営者が変更された場合についても、法人の経営者が変わっただけでは、形式的には賃借人の変更がない以上、譲渡・転貸がなく背信性が否定される。　ただし法人格が形骸化して、賃借人＝経営者と評価できる場合はこの限りではない（最判平成8年10月14日）。
条文集

設問(１)(ｂ)
借地借家法３条

　借地権の存続期間は、三十年とする。ただし、契約でこれより長い期間を定めたときは、その期間とする。

同４条

　当事者が借地契約を更新する場合においては、その期間は、更新の日から十年（借地権の設定後の最初の更新にあっては、二十年）とする。ただし、当事者がこれより長い期間を定めたときは、その期間とする。
民法５３３条

　双務契約の当事者の一方は、相手方がその債務の履行を提供するまでは、自己の債務の履行を拒むことができる。ただし、相手方の債務が弁済期にないときは、この限りでない。

借地借家法１３条

１　借地権の存続期間が満了した場合において、契約の更新がないときは、借地権者は、借地権設定者に対し、建物その他借地権者が権原により土地に附属させたものを時価で買い取るべきことを請求することができる。

２　前項の場合において、建物が借地権の存続期間が満了する前に借地権設定者の承諾を得ないで残存期間を超えて存続すべきものとして新たに築造されたものであるときは、裁判所は、借地権設定者の請求により、代金の全部又は一部の支払につき相当の期限を許与することができる。

３　前二項の規定は、借地権の存続期間が満了した場合における転借地権者と借地権設定者との間について準用する。
借地借家法６０８条

２　賃借人が賃借物について有益費を支出したときは、賃借人は、賃貸借の終了の時に第百九十六条第二項の規定に従い、その償還をしなければならない。ただし、裁判所は、賃貸人の請求により、その償還について相当の期限を許与することができる。

民法１９６条

２　占有者が占有物の改良のために支出金額その他の有益費については、その価格が現存する場合に限り、回復者の選択に従い、その支出した金額又は増加額を償還させることができる。ただし、悪意の占有者に対しては、裁判所は、回復者の請求により、その償還について相当の期限を許与することができる。
民法295条
1　他人の物の占有者は、その物に関して生じた債権を有するときは、その債権の弁済を受けるまで、その物を留置することができる。ただし、その債権が弁済期にないときは、この限りでない。
設問（１）（C）

借地借家法２５条

　第三条から第八条まで、第十三条、第十七条、第十八条及び第二十二条から前条までの規定は、臨時設備の設置その他一時使用のために借地権を設定したことが明らかな場合には、適用しない。
設問（２）　（a）

民法612条 　
１　賃借人は、賃貸人の承諾を得なければ、その賃借権を譲り渡し、又は賃借物を転貸することができない。 

２ 　賃借人が前項の規定に違反して第三者に賃借物の使用又は収益をさせたときは、賃貸人は、契約の解除をすることができる。 
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